
大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部における公的研究費の管理・監査の実施方針 

 

 この実施方針は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）につい

て」（平成 26 年 2 月 18 日付 改正）の趣旨に基づき、本学における公的研究費の管理・監査の実施

方針を定めるものである。 

 

平成２７年 ３月１１日 運営協議会承認 

平成３０年 ４月 １日 一部改正    

平成３０年 ９月２６日 一部改正    

令和 ４年 ２月 ４日 一部改正    

令和 ５年１０月１７日 一部改正    

令和 ７年 ９月 １日 一部改正    

 

Ⅰ 定 義  

１．公的研究費 

 この実施方針の対象とする公的研究費とは、文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人か

ら配分される、競争的資金を中心とした公募型の研究資金をいう。  

２．不正使用  

 本学において、公的研究費は、資金配分機関の特段の定めのない限り、学園経理規程等学内経理関

係諸規程の定めるところに準じて執行するものとするが、この実施方針において、公的研究費の不正

な使用（以下、「不正使用」という。）とは、学園経理規程等学内経理関係諸規程等の定めに違反して

不適切な執行を行うことをいう。  

３．不正行為  

 この実施方針の対象とする研究活動は、文部科学省及び研究費を配分する文部科学省所管の独立行

政法人の競争的資金を活用した研究活動であり、この実施方針の対象とする不正行為とは、故意又は

研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによりなされた次の行為をいう。 

 ①捏造 

  存在しないデータ、研究成果等を作成すること。 

 ②改ざん 

  研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によって得られた結果等を真正

でないものに加工すること。 

 ③盗用 

  他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又は用語を、当該研究者の

了解もしくは適切な表示なく流用すること。 

 ④不適切なオーサーシップ 

  研究の構想・計画・実行・解析等の何れかに関与し原稿作成や最終原稿に同意した者以外の者を、

論文の著書として掲載すること。 

 ⑤二重投稿 

  既発表または投稿中の論文と同一内容または極めて類似した内容の論文を同一著者または少な



くとも１名を含む著者により投稿すること。 

 ⑥利益相反の隠蔽 

  利益相反に該当する場合に、それを申告せずに研究計画を作成し、また研究成果を発表すること。 

 ⑦不正使用 

  競争的研究費等の他の用途への使用又は競争的研究費等の交付の決定の内容やこれに付した条

件に違反した使用。 

 ⑧その他 

  研究に関し社会通念上、不適切と判断される行為。 

 

Ⅱ 本学における責任体系等 

１．機関内の責任体系本学における公的研究費の運営・管理を適正に行うため、次の者を置く。 

（１）最高管理責任者 学長をもって充てる。  

【責任と権限】  

 ①本学全体を統括し公的研究費の不正使用あるいは不正行為の誘因の除去に努め、その運営・管理

について最終的な責任を負う。 

 ②不正使用防止計画の策定、着実な実施に努め、不正使用防止計画の進捗管理を行う。 

 ③内部監査部門を統括し、不正使用を抑止するための体制整備を図るように努める。 

 ④最高管理責任者は、上述の職責を遂行するため、統括管理責任者等に指示し、あるいは改善命令

を与える。 

（２）統括管理責任者 国際関係研究所長をもって充てる。 

【責任と権限】  

 ①最高管理責任者を補佐し、公的研究費の運営・管理について本学全体を統括る実質的な責任と権

限を持つ。 

 ②不正使用防止計画の実行について、最高管理責任者の命令に従い、具体的な対策を策定、実施し、

実施状況を確認するとともに、実施状況を最高管理責任者に報告する。 

（３）コンプライアンス推進責任者 学部長及び短期大学部長をもって充てる。 

【責任と権限】  

 ①本学内の各学部及び短大部における公的研究費の運営・管理について実質的な責任と権限を持つ。 

 ②統括管理責任者の指示のもと、不正使用防止対策を実施し、実施状況を確認するとともに、実施

状況を統括管理責任者に報告する。  

 ③不正防止を図るため、部局等内の公的研究費等の運営・管理にかかわる全ての構成員に対し、コ

ンプライアンス教育を実施し、受講状況を管理監督する。 

 ④自己の管理監督または指導する部署等において、構成員が、適切に公的研究費等の管理・執行を

行っているか等をモニタリングし、必要に応じて改善を指導する。 

（４）研究倫理教育責任者 学部長及び短期大学部長をもって充てる。  

【責任と権限】  

 ①本学内の各学部及び短大部における研究倫理教育の実施について実質的な責任と権限を持つ。  

 ②統括管理責任者の指示のもと、本学を本務とする全ての研究者に対し、定期的に研究倫理教育を

実施し、受講を義務付け、研究者倫理の向上および学生の研究者倫理に関する規範意識の醸成を図



る。 

（５）コンプライアンス推進副責任者 学科長をもって充てる。  

【責任と権限】  

 ①本学内の各学部及び短大部における公的研究費の運営・管理について管理監督する権限を持つ。 

 ②コンプライアンス推進責任者の指示のもと、管理監督状況をコンプライアンス推進責任者に報告

する。 

 

Ⅲ 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

１．公的研究費の事務処理手続き 

 公的研究費の執行は、学園経理規程、経理規程施行細則、予算執行規程及び固定資産及び物品管理

規程その他学園・大学諸規則を準用する。ただし、公的研究費の執行にあたっては、学園諸規則に定

める他、統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者の決裁を得なければならないものとする。 

２．公的研究費の事務手続きの周知 

 公的研究費の執行にあたっては、事前に説明会等を実施し、執行ルール等の周知を行う。 

３．公的研究費の事務処理手続きに関する相談受付窓口 

 公的研究費に関する研究遂行の事務処理手続きに関する相談窓口を置くこととし、庶務課が担当す

る。 

４．公的研究費の事務処理に関する職務権限 

 公的研究費の執行に関する決裁権限は、学園経理規程、経理規程施行細則、予算執行規程及び固定

資産及び物品管理規程その他学園・大学諸規則を準用する。ただし、公的研究費の執行にあたっては、

学園諸規則に定める他、統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者の決裁を得なければならな

いものとする。  

５．公的研究費の執行に関わる意識の向上について  

 公的研究費は、たとえ研究者個人の発意で提案され採択されたものであっても、研究費は公的資金

によるものであり、機関による管理が必要である。また事務職員は公的資金の適正な執行を確保しつ

つ効率的な研究遂行を目指した事務を担う。  

 この原則に基づき、本学においては、公的研究費の執行する際には、説明会等を開催し、教職員の

意識の向上を図るものとする。  

６．行動規範  

 本学は、公的研究費の執行にあたり、すべての教職員が遵守すべき行動規範を別に定める。  

７．不正使用あるいは不正行為に係る調査の手続き  

 不正使用あるいは不正行為に係る調査の手続きは、公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号）

の趣旨に基づき次のとおり定める。通報には、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイ

ドライン」（平成 26 年 8 月 26 日付 文部科学大臣決定）で示されている告発を含む。  

 ①通報窓口  

  不正使用または不正行為に係る通報の窓口は、法人本部事務局総務課長とする。 

 ②通報の方法  

  通報窓口の利用方法は、電話、電子メール、FAX、書面及び面会とし、通報の書面等には、原則

として顕名により、通報者の連絡先、公的研究費の不正を行ったとする研究者の氏名又は研究グル



ープ等の名称、不正使用の態様その他の事案の内容が明示され、かつ、不正とする科学的な合理性

のある理由が具体的に記載されていなければならない。 

 ③調査等  

  ア）通報があった場合、法人本部事務局総務課長は、直ちに最高管理責任者に報告する。  

  イ）最高管理責任者は、通報された事項に関する事実関係の調査を行うための委員会を発足させ

る。 

  ウ）委員会の委員は、通報者及び被通報者（以下、その者が不正を行った、行っている又は行お

うとしていると通報された者をいう。）と直接の利害関係を有しない者の中から、調査する内

容によって、最高管理責任者が統括管理責任者等と協議し委員を指名する。ただし、構成員の

半数以上は、本学及び通報者、被通報者との利害関係を有しない外部有識者（弁護士、公認会

計士等）を指名するものとし、委員の氏名及び所属を通報者及び被通報者に通知するものとす

る。なお、通報者及び被通報者は、当該通知を受けた日から 10日以内に委員の構成について

異議申し立てをすることができるものとし、異議に理由があると認められる場合は、委員を交

代させるとともに、その旨を通報者及び被通報者に通知する。 

  エ）各部局は、通報された内容の事実関係の調査に際して協力を求められた場合には、委員会に

協力しなければならない。 

  オ）委員会は、通報を受けつけた後速やかに、通報された不正使用あるいは不正行為が行われた

可能性、通報の際示された科学的な合理性のある理由の論理性、通報内容の合理性、調査可能

性等について予備調査を行う。  

  カ）予備調査の結果、通報がなされた事案が本格的な調査をすべきものと判断した場合、最高管

理責任者は、当該事案に係る配分機関等および文部科学省に本調査を行う旨報告した上で、本

調査を行う。通報を受け付けた後、本調査を行うか否かを決定するまでの期間は３０日以内と

し、決定後は、１４日以内に本調査を開始する。 

  キ）委員会は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について配分機関に報告、協

議する。  

  ク）委員会は、必要に応じて被通報者等の調査対象となっている者に対し、公的研究費の使用停

止を命ずることができる。また、不正行為と認定された論文等の取下げ、訂正またはその他の

措置を勧告するものとする。 

  ケ）委員会は、本調査開始後、１５０日以内に、調査した内容をまとめ、不正使用または不正行

為が行われたか否か、不正使用と認定された場合はその相当額、不正行為と認定された場合は

その内容、不正行為に関与した者とその度合い、不正行為と認定された研究活動に係る論文等

の各著者の当該論文等及び当該研究活動における役割を認定する。不正行為の認定は、被通報

者による説明、調査によって得られた物的・科学的証拠、証言、被通報者の自認等の諸証拠を

総合的に行う。被通報者の自認を唯一の証拠として認定することはできない。 

  コ）上記に拘らず、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やか

に認定し、最高管理責任者は配分機関等に報告する。  

  サ）不正使用または不正行為が行われなかったと認定される場合であって、調査を通じて通報が

悪意に基づくものであることが判明したときは、委員会は併せてその旨の認定を行うものとす

る。この認定を行うにあたっては通報者に弁明の機会を与える。  



  シ）委員会の調査において、被通報者が疑惑を晴らそうとする場合には、自己の責任において、

当該研究活動のデータ・研究結果等の根拠について説明しなければならない。また、委員会は、

被通報者が保存期間内の生データや実験・観察ノート、実験試料・試薬等の不存在など、本来

存在するべき基本的な要素の不足により、不正行為であるとの疑いを覆すに足る証拠が示せな

いときは、不正行為と認定する。 

  ス）委員会は、調査を終了したときは、調査結果を直ちに最高管理責任者に内容を報告する。 

  セ）最高管理責任者は、調査結果を速やかに通報者および被通報者に通知するとともに、その事

案に係る配分機関等及び文部科学省に当該調査結果を報告する。また、配分機関への最終報告

書の提出期限は、告発等の受付から２１０日以内とする。 

  ソ）最高管理責任者は、調査の終了前であっても、配分機関等の求めに応じ、調査の進捗状況報

告及び調査の中間報告を当該配分機関等に提出することができる。また、本調査の調査に支障

がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事業に係る資料の提出または閲覧、現地調査に

も応じるものとする。 

  タ）最高管理責任者は、１５０日以内に調査が完了しない場合については、調査の中間結果をそ

の事案に係る配分機関等及び文部科学省に報告し、委員会に調査の継続を指示する。  

  チ）最高管理責任者は、不正行為が行われたとの認定があった場合は、速やかに調査結果を公表

する。不正行為が行われなかったとの認定があった場合は、原則として調査結果を公表しない。

ただし、調査事案が外部に漏えいしていた場合及び論文等に故意によるものでない誤りがあっ

た場合は、調査結果を公表する。悪意に基づく通報の認定があったときは、調査結果を公表す

る。公表内容は、不正に関与した者の氏名・所属及び不正の内容並びに本学が公表までに行っ

た措置の内容、委員会委員の氏名・所属・調査の方法及び手順等を含むものとする。 

  ツ）不正行為と認定された被通報者は、通知後、14 日以内に、最高管理責任者に対し、不服申

立てをすることができる。ただし、その期間内であっても、同一理由による不服申立てを繰り

返すことはできない。また、最高管理責任者は、被通報者から不正行為の認定に係る不服申立

てがあったときは、当該通報者に通知し、その事案に係る配分機関及び文部科学省に報告しな

ければならない。不服申立ての却下又再調査開始の決定をしたときも同様とする。 

  テ）不服申し立ての審査は、当該調査を行った委員会が行う。その際、不服申立ての趣旨が新た

に専門性を要する判断が必要となるものである場合には、委員を交代若しくは追加し、又は当

該委員会に代えて他の者に審査をさせることができる。不服申立てがあった際、不服申し立て

の趣旨、理由等を勘案し、その事案の再調査を行うか否かを速やかに決定する。委員会が再調

査を開始した場合は、５０日以内に先の調査結果を覆すか否かを決定し、その結果を直ちに最

高管理責任者に報告し、最高管理責任者は当該結果を、通報者、被通報者に通知する。加えて、

最高管理責任者は、その事案に係る配分機関等および文部科学省に報告する。 

 ④是正措置等 

  調査の結果、不正使用が明らかになった場合には、最高管理責任者は、不正使用防止計画推進部

署に指示し、速やかに是正措置及び再発防止措置を講じなければならない。不正行為が明らかにな

った場合には、最高管理責任者は、特別の委員会を設けその是正措置及び再発防止措置を講じなけ

ればならない。 

 ⑤懲戒処分 



  調査の結果、不正使用あるいは不正行為が明らかになった場合には、法人は、学園就業規則に基

づき、懲戒処分を課すことができる。 

 ⑥守秘義務 

  法人は、通報を受け付けたときは、その内容及びそれに係る調査の内容について、調査結果の公

表まで通報者及び被通報者の意に反して調査関係者以外に漏えいしないよう、関係者の機密保持を

徹底するものとする。 

 ⑦通報者・被通報者の保護 

  ア）法人は、通報者・被通報者が、単に通報をしたことや、通報されたことのみを理由に、処分

や研究活動の制限のほか、何ら不利益を課さないこととする。 

  イ）法人は、通報者・被通報者の研究環境、学習環境あるいは職場環境が悪化することのないよ

う、適切な措置を執らなければならない。また通報者・被通報者に対して不利益取扱いや嫌が

らせ等を行った者がいた場合には、学園就業規則に従って処分を課すことができる。 

 ⑧個人情報の保護 

  関係教職員は、通報された内容及び調査で得られた個人情報を漏らしてはならない。法人は正当

な理由なく個人情報を開示した者に対し、学園就業規則に従って処分を課すことができる。 

 ⑨通知 

  法人は、通報者に対して、調査結果及び是正結果について、被通報者のプライバシーに配慮しつ

つ、遅滞なく通知しなければならない。 

 ⑩不正の目的 

  通報者は、虚偽の通報や他人を誹謗中傷する通報その他の不正の目的の通報を行ってはならない。

法人は、そのような通報を行った者に対し、学園就業規則等に従って処分を課すことできる。 

８．不正使用あるいは不正行為に係る懲戒手続き 

 不正使用あるいは不正行為に係る懲戒手続きに関しては、学園就業規則の定めるところによる。 

 

Ⅳ 不正使用を発生させる要因の把握と不正使用防止計画の策定・実施  

１．不正使用防止計画推進部署 

 全学的な視点から不正使用防止計画を推進する部署（不正使用防止計画推進部署）を置くものとし、

庶務課が担当する。庶務課は、不正使用防止計画推進部署として、最高管理責任者の指示を受け、不

正使用防止計画を策定するとともに、内部監査部門等学内関係機関と協力し不正使用発生要因除去の

ための改善努力を行う。 

２．不正使用防止計画の策定 

 不正使用防止計画推進部署（庶務課）は、不正使用を発生させる要因を把握し、不正使用の発生を

防止することを目的として、関係者と協議し、次の観点に留意し不正使用防止計画を策定する。 

 （ア）ルールと実態が乖離していないか。  

 （イ）決裁手続きが複雑で責任の所在が不明確になっていないか。  

 （ウ）取引に対するチェックが不十分になっていないか。例えば、研究者と事務職員の間の意思疎

通が円滑でないことなどにより、事務職員から研究者に取引状況の確認が行いにくい状況がない

か。又は、研究者と取引業者の間が密接になり過ぎており、チェックがかけにくい状況になって

いないか。 



 （工）予算執行が特定の時期に偏っていないか。  

 （オ）過去に業者に対する未払い問題が生じていないか。  

 （力）競争的資金等が集中している部局・研究室はないか。  

 （キ）非常勤雇用者の管理が研究室まかせになっていないか。 

 

Ⅴ 研究費の適正な運営・管理活動 

１．予算執行状況の検証  

 公的研究費の事務処理手続き等に関する窓口である庶務課は、公的研究費の執行に関し、学園経理

規程、経理規程施行細則及び予算執行規程に基づき、執行状況の把握に努める。  

２．発注・検収業務 

 発注・検収は、別に定める「大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部における公的研究費の不正使

用防止計画」及び「科学研究費補助金執行手続き要領」に留意して実施するものとする。  

３．研究費管理体制の整備 

 研究費の管理は、別に定める「大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部における公的研究費の不正

使用防止計画」及び「科学研究費補助金執行手続き要領」に留意して実施するものとする。 

４．不正な取引に関与した業者への対応 

 本学と取引している業者が不正使用あるいは不正行為に関与している場合は、「文部科学省所管に

おける物品購入等契約に係る取引停止等の取扱要領」の趣旨に準じて、Ⅲ－７に定める不正使用ある

いは不正行為に係る調査を行う委員会にて手続きを行う。   

５．出張計画の実行状況等の把握 

 出張は、「大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部における公的研究費の不正使用防止計画」及び

「科学研究費補助金執行手続き要領」の手続きに従い実施し、実行状況を把握するものとする。 

６．誓約書の提出 

 公的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員に対し、別に定める誓約書の提出を求めるものと

する。 

 

Ⅵ 情報の伝達を確保する体制の確立  

１．公的研究費の使用ルール等に関する相談受付窓口 

 公的研究費の使用ルールに関する相談受付窓口を置くこととし、庶務課が担当する。 

２．通報受付窓口 

 不正使用または不正行為の事実があると考える者の通報の窓口は、法人本部事務局総務課長とする。 

 

Ⅶ モニタリングの在り方  

１．全学的視点からのモニタリング体制の整備 

 財務会計課は、公的研究費が適正に執行されることを目的として公的研究費にかかる内部監査を実

施する。財務会計課は、次の事項につき内部監査を実施するものとし、監査計画を随時見直し、効率

化・適正化を図るものとする。 

 ①会計書類の形式的要件等の財務情報に対する監査のほか、不正使用防止体制が有効に機能する体

制となっているか否かを確認・検証するなど本学全体の見地に立った検証機能を果たすことのでき



る監査を行うこと。 

 ②不正使用防止計画を推進する庶務課との連携を強化し、不正発生要因に応じた監査を実施するこ

と内部監査を実施すること。 

 ③監査法人及び監事との連携を強化し、学内の不正発生要や監査の重点項目について情報や意見の

交換を行い、効率的・効果的かつ多角的な監査を行うこと。 

 

 

以上 

 

 

  



 

【大阪国際大学・短期大学部公的研究費不正使用防止体制】 

 

 

                                    

                            

     

                          

                                             

 

 

 

 

 

                            

 

 

                  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統括管理責任者 

【国際関係研究所長】 

最高管理責任者             

【学 長】              

内部監査 

【財務会計課】 

コンプライアンス推進

責任者【学部長、短期大学

部長】 

監査法人 

① 事務処理手続き窓口 

② 競争的資金等の使用

に関するルール等の

相談受付窓口 

【庶務課】 

防止計画推進部署 

【庶務課】 通
報
窓
口 

 

【
法
人
本
部
事
務
局
総
務
課
長
】 

  
監事 

調
査
委
員
会 

コンプライアンス推進

副責任者【学科長】 

研究倫理教育責任者 

【学部長、短期大学部長】 



                                （様式１） 

 

誓  約  書 

 

 私は、本学における研究活動に際して、大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部におけ

る研究活動に係る行動規範（以下「行動規範」という。）、その他学内諸規則等を順守し、

公的研究資金の使用を含め、研究不正を行わないことを誓約いたします。 

また、行動規範や学内諸規則等に違反して不正を行った場合は、大学・短期大学部や公

的資金の配分機関からの処分及び法的な責任を負担することを理解し、公正な研究活動の

実施を誓約いたします。 

 

 

 

  令和  年  月  日   

 

（所属部署）  

 

氏名             印 



                                （様式 2） 

 

誓  約  書 

 

 私は、大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部における研究活動に係る取引に際して、

下記のことについて誓約いたします。 

    

１）貴学会計規則等の諸規則・ルールを順守し、研究不正に関与しないこと 

２）貴学の内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧・提出等の要請に 

協力すること 

３）貴学の調査等により不正が認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分 

を講じられても異議がないこと 

４）貴学の構成員から不正な行為の依頼等があった場合には、貴学通報窓口に通 

報すること 

 

 

 

    令和  年  月  日     

 

 -          （法人名） 

 

            （代表者）  

                 印 

 

 

 


